教育委員会委員選任（12月定例会県知事提出議案）に関する声明

２００６年１２月６日

長野県高等学校教職員組合

　12月県会に提出される長野県教育委員会委員の選任に関する議案で、長野県高等学校改革プラン検討委員会（以下「検討委員会」）の委員長を務めた葉養正明氏がその候補となっていることが報道されています。葉養氏が教育委員に就任することはこれからの高校改革プランの行方に大きな影響を与えるだけでなく、県教育委員会のあり方に大きな問題を投げかけることから、ここに声明を発表します。

　第一に、検討委員会の委員長を務めた人物を教育委員に迎えることに対する疑問です。

　検討委員会は、統廃合の基準づくりに終始しました。当初「１学年６学級」を高校の適正規模だとして、高校数を導きだそうとしましたが、「中間報告」の内容が県民から批判されると、「１学年６学級」を新しい学校をつくるときの学校の大きさである「標準目標値」であると解釈を変更しました。しかしながら統廃合をする基準がどうしても必要なため、最終的には「県民アンケート」の数値を持ち出したばかりでなく、その数値を上方修正（偽装）して利用し、「１学年5.5学級」から公立高校76校を結論づけました。

　その際中心的な役割を果たしたのが、先般県教育委員を辞任した金子郁容氏と葉養正明氏でした。この数値は、県教育委員会によって若干修正されたとは言え、その後の高校統廃合の議論が「数合わせ」の方向に舵を切り、長野県教育の抱えた課題や教育の中身について論ずることを困難にしたばかりでなく、地域や教職員を含む学校関係者に、県教育委員会に対する取り返しのつかない不信や怒りをもたらしました。そしてこのような不幸な関係は、現在も清算されていないことは強調されるべきです。

　このように、県教育委員会の意向を受けて強引に議論をすすめてきたことについて、どのように考えているのかを県民に対して明らかにする道義的な責任が葉養氏にはあると考えます。

　第二に、高校統廃合問題が大きな課題となっている時期に、またもや県外の委員を起用する根拠が理解できないということです。

　検討委員会や現在の県教育委員会委員に対する不満は、端的に言って地域や学校現場に足を運ばず、会議室の中だけで机上の議論を続けてきたことにあります。地域ごとに開催された懇談会や説明会は、地域の声を聞いたという既成事実をつくるために利用されたにすぎず、時には現場の管理職を使った県教育委員会の「やらせ質問」も見受けられました。

長野県の教育を再び長野県民の手に取り戻すために、また広い長野県の地域毎の特殊な事情や困難を共感的に理解した上で教育行政をすすめるために、県外の委員が必要な根拠について慎重な検討をしてほしいと考えます。

　あるべき高校の姿は、学問的な立場で一般的・抽象的に論じられるべきではありません。長野県の高校は、それぞれ地域の歴史に結びついた固有の歴史を刻んできました。地域の人々や同窓生、地元自治体などの支援をうけて現在まで歩んできました。県立高校は、県教育委員会の独占的な所有物ではなく、「県民の財産」なのです。

　高校改革プランは、県教育委員会の暴走や迷走によって大きな混乱を残しました。一方で、地域ぐるみで将来の高校教育のあり方を考えようという土壌がつくられつつあります。県教育委員会には、専門性を発揮し積極的な提言を行うとともに、このように芽生えてきた可能性を支援し、県民的な議論を喚起することを求めます。

